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（１）働き方改革関係
働き方改革の推進に関する建設業団体への要請文について、昨年度の内容に土日一斉閉所
の完全実施や適切な労働環境の確保などを追加した原案を電設協と共に作成した。
また、「働き方改革に関するフォローアップアンケート（令和６年度分）」や労働生産性に
関する予備調査の結果などを踏まえ、「働き方改革の推進に関する行動計画（第２版）」につ
いて、数値目標の見直し、労働生産性目標の追加等を反映させた第３版の原案を作成した。
第３版は、理事会承認を経て令和８年１月21日に会員企業へ通知された。
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